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「日本語指導担当教員のコーディネーターとしての役割」
髙田茂子 千葉県市原市立海上小学校

研究の方法（１）
千葉県内の日本語指導担当者の実態調査 (2016.5)

研究の方法（２）
愛知県豊橋市の視察調査(2016.9)

②日本語指導担当教員の意識調査（N=53）
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研究の目的

公立の小学校で日本語指導を担当する
教員の役割を明らかにする。

日本語指導担当教員の
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が重要

「チーム学校」
(文部科学省２０１５）
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研究の方法（３）
千葉県市原市立A小学校における実践 (2016.7～2017.12)

①市教育委員会の組織体制の整備

（指導主事の役割の明確化・保護者の支援）

②市教育委員会と外部教育機関との連携

（プレスクール・アフタースクール

日本語指導の充実）

③学校の組織的な取り組み

・将来は市民になるという意識

・日本語指導者の専門性

インタビュ－調査

◎市教育委員会の指導主事とコーディネーター（計２名）
◎公立小・中学校校長と国際担当教員（計４名）

日本語指導担
当教員の役割
が明確化

（２）日本語指導の実践 週１回 全22回 (2016.9 ～2017.93)

(ｱ) クラスの内容に沿った授業
＋

日本語学習 （１組 4名, 2組 3名,合計７名）

(ｲ)活動を中心としたひらがな学習
（4名）

評価方法

『外国人児童のためのＪＳＬ対話型アセスメント
（ＤＬＡ）』（2014 文部科学省）を活用
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毎時間授業内容を設定
（担任と連携）

（１）個人面談（７月・１２月）

日本語指導
担当教員

学級担任
(情報交換・課題・

卒業等）

地域日本語指導教室
(サマースクール等）

事務職員・教務主任
(集金関係）

・個人面談通知の手紙→英語，タガログ語，
スペイン語に翻訳して配布

・個に応じた課題作成
・日本語が通じにくい保護者には，外国語

で会話→学習面・生活面での不安を聴く
・学校集金は，事務職員や教務主任と連携
・地域日本語指導教室を紹介・連絡

支援

全職員と共通理解
(保護者＋児童の支援)

成果と課題
（１）日本語指導担当教員の役割 （２）スーパーコーディネーターの配置

コーディネーターとして校内の位置づけが重要

（１）日本語指導担当教員の役割
３つをつなぐコーディネーター

コーディネーターとしての位置づけが重要

 

 

 

 

 

 

                           

       

                          

 

             

                               

 

チーム学校Ａ
チーム学校Ｃ 

スーパーコーディネーター【支援・助言】  

チーム学校Ｂ 

 

市内の学校間の連携 

(2）スーパーコーディネーターの配置

日本語指導
の連続性の
課題

今後の取り組み

課題 （１）日本語指導の必要性の認識不足
（２）集住型・点在型の違い → 加配教員がいない （人材不足） →コーディネーターの育成
（３）学校 ＋ 教育委員会 → 受け入れ体制の整備
（４）学校種による課題の違い →（小学校：適応＋日本語学習） （中学校：高校入試）

学校教育と地域日本語教室の連携

チーム学校

ボランティア

日本語指導の
連続性の課題

千葉県内の連携
（小・中・高校・
ボランティア）
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千葉県市原市立A小学校における実践内容

４つの
役割

①児童生徒への教育活動②校内の連携・共通理解
③家庭との連携・共通理解④外部機関・地域との連携 ・共通理解

『外国人児童生徒受入れの手引』（文部科学省2011）

①日本語指導担当教員の経験年数の調査（N=６１）

経験年数 0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年以上

人数 22名 10名 4名 6名 1名 3名 0名 1名 1名 0名 5名

経験年数 0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年以上

人数 1名 0名 1名 0名 0名 0名 0名 1名 0名 0名 3名

（ア）　教員53名の経験年数

（イ）　教員以外8名の経験年数

経験年数が３年未満の教員→全体の約68％
７割近くの教員が，３年未満で日本語指導の担当を変わる。

日本語指導の継続性の課題


